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 再 審 の 理 由  

 

平成３０年１０月２９日 

 

大阪高等裁判所 御中 

 

再審原告（原々審原告） 

吉 井 康 雄 

  

〒６３４－０８０５ 

奈良県橿原市地黄町１７２－２ 

再審原告（原々審原告）   吉 井 康 雄 

 

〒５３３－００１５ 

大阪市東淀川区大隅二丁目２番８号 

再審被告（原々審被告）   学校法人 大阪経済大学 

同 代 表 者 理 事 長          藤 本 二 郎 

同  所 

再審被告（原々審被告）   井 形 浩 治 

同  所 

再審被告（原々審被告）   池 島 真 策 

 

 

はじめに 

再審原告（第 1 節～第４節は原告と表記する）が再審被告大阪経済大学（以降、再審被告

大学と表記。ただし、第 1 節～第４節は被告大学と表記する）を訴えた地位確認等請求事件

は、平成２６年９月３０日に原々審、大阪地裁の判決があり、平成２７年４月２３日に原審、

大阪高裁の判決があり、既に確定している。 

再審の必要性を感じているのは次の 2 点である。 

・定年退職教員の内、特任教員任用規程（新規程）の要件を充たす教員が特任教

員を申請すれば、再雇用されるという労使慣行が存在することを確認し、原審で

新規程の要件を充たすと判示されている再審原告のように、再審原告の特任教

員申請書類を故意に特任教員推薦委員会に提出しないといった、パワハラ行為

を撲滅すること。 

・再審原告の雇用機会を不法に奪ったことによる損害賠償請求に応じさせること。 

控 
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したがって、再審請求の目的は、再審原告の敗訴部分を勝訴に導き、上記２つの目的を達

成することにある。 

勝訴の判断の分岐点となるのが、前述した次の事項であり、再審原告はこれが再審原告の

地位確認を担保する必要十分条件であると確信している。 

特任教員として再雇用を申請した際、特任教員任用規程（新規程）の要件を充た

し、かつ、特任教員として教育・研究活動継続の意欲のある教員であれば、特任

教員として再雇用されるという労使慣行が毅然として存在する。 

 

(１) 裁判所が誤判決せざるを得なかった背景となる情報 

再審原告が誤判決と主張する重要な原審判決の判示部分➀、②、③と、再審被告大学

の文書や証拠からイメージされる理事会および経営学部教授会の虚像と歪な教授会自

治を遂行する経営学部教授会の実像を④として、以下に示す。なお、歪な意思決定機関

になっている理事会の実像は、別途明らかにする。 

 

➀特任人事における労使慣行の存在を否定する、下記の判示部分 

「里上教授、A 教授及び B 教授が特任教員に任用されなかったことについて、控

訴人が主張するような事情があったとしても、既に認定したような経過を経て特

任教員に任用されなかったことは事実であり、このことは、控訴人が主張する労

使慣行が存在しなかったことを 推認させるものということができる。したがって、

控訴人が主張する労使慣行があったと認めることはできないとの前記判断が左右

されることはない（原審判決、主に１９頁参照）。」 

このような判示になった要因は、再審原告が原審で提出した３つの証拠（甲２５、甲２４、

甲２３）が審議対象から除外されていること、および、再審被告大学の虚偽事実、捏造され

た特任人事データなどを、裁判所が信頼したことによる誤審である。 

・甲２５では、井阪理事長および重森学長の合同教授会での「里上教授の件は例

外中の例外で、特任人事における労使慣行は従前と変わらず」との発言 

・甲２４では、山田学長補佐が定年を７０歳から６７歳にした時に共有されてい

た特任人事に関する発言 

・甲２３には、再審被告大学の理事会が正常に機能していないことに少なくとも

疑問を抱いていただける草薙副学長・理事の発言 

これらが原審の審議の対象から除外された結果、原々審の判決が踏襲されている。 

次の新たな証拠は、歪な意思決定をする理事会の実像を知らしめるものである。 

・再審原告が原審で証拠とした結果、理事会の懲戒等検討委員会で懲戒処分され

た草薙副学長・理事が、懲戒処分の無効と名誉回復を図った別件訴訟の文書 

・特任教員申請をしないことを条件に懲戒処分を免れた、山田学長補佐の文書 

これらから、井阪理事長および重森学長の「特任人事における労使慣行は従前と変
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わらず」と発言された理念、思いが、理事長を代行するほどの影響力をもつ北村理事

らによって歪められていることが立証され、本文で後述する予定である。 

 

②再審原告が特任教員に任用された高度の蓋然性があることを否定する、下記の判示部分 

「控訴人は、原判決第２の１(２)アの現行規程第２条(１)及び第４条の諸要件を

満たしていたものと解される（２２頁）。」 

「特任教員推薦委員会、教授会及び理事会において、控訴人を特任教員に任用す

べきと考えていた者が過半数を超えていたというべき事情を認めるに足りる証拠がな

いことからすると、控訴人の特任教員への任用申請に必要な書類が、特任教員推薦

委員会に提出されたからといって、控訴人が特任教員に任用された高度の蓋然性

があったということはできない（２４頁）。」 

この判示は、特任教員任用規程（新規程）の手続き、カリキュラム委員会の役割と

その運用、さらには、新規程と教授会の係わり、カリキュラム委員会と教授会との係

わりが誤って理解されたために、再審被告大学の虚偽記述や偽装された新規程の説明

などが正しいと信頼されたことによる裁判所の誤審である。 

 

③井形・池島の共同不法行為と再審原告との特任教員任用の因果関係を否定する、 

下記判示部分 

「被控訴人井形及び被控訴人池島の不法行為がなかったとしても、控訴人が被控

訴人大学の特任教員に任用された高度の蓋然性があったとは認められないので、

被控訴人井形及び被控訴人池島の行為と、控訴人が特任教員に任用されなかったと

の結果との間には、相当因果関係があると認めることはできない。したがって、被控訴

人井形及び被控訴人池島の不法行為と、相当因果関係のある損害として、上記逸

失利益相当額の損害が生じたと認めることはできない（２５頁）。」 

この判示は、２０１０年１０月２２日の二宮教授の特任人事を承認した当事者であ

る、北村学部長・理事、井形副学部長兼カリキュラム委員長、池島カリキュラム委員

が、何故、特任教員推薦委員会に再審原告の特任申請書類を提出しなかったのか、提出

できなかったのかについて、十分な審議がされていないことに因る誤判決である。 

再審原告に特任申請要件を充たさないとの北村、井形、池島に確信があれば特任教

員推薦委員会に特任申請書類を提出すれば、推薦委員会が推薦を取り消し、再審原告

の特任不採用が確定するだけで、故意による共同不法行為という不名誉な判決は生起

しなかったはずである。これは、再審被告大学の虚偽事実およびデータの捏造などに

より、特任人事には労使慣行は存在しないという前提条件のもとで、原審の「再審原

告の特任申請要件は充たしていた」との判示のもとで、教授会の投票で推薦が否決さ

れ、不採用となるリスクが高い、推薦委員会が推薦を取り消す可能性、理事会が却下

する可能性があるとの認識のもとで、控訴人が特任教員に任用された高度の蓋然性が
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あったということはできないと誤審されている。残念なことは、新規程の手続きを正しく認

識されなかったことである。 

 

④判決の下敷きとなる、歪な教授会自治を遂行する経営学部教授会を示す、下記判示部分 

「渡辺教授が、かつては、特任教員への任用は自動的な雇用延長であると理解し

ていたところ … 再雇用であるとすると、少なくとも１年くらい前には任用手続

を完了しておくというような方法が必要ではないかとの趣旨の発言をし、これに

対しては、他の出席者からは特段の意見は述べられなかったことが認められる（１

７頁）。」 

この部分は判決の下敷きとなったと推認される事実認識の部分であり、教授会で否

決されれば、「再雇用であるから、不採用も当然あり得る」と教員が認識しているではないか、

誰も反対していないから、教員は労使慣行は存在しないと認識している、との誤った確信を

裁判所に与えた部分である。 

これは、教授会が自由闊達に審議されない環境にあること、教授会構成メンバーの

大半が最近採用された教員であること、特任人事は稀であり、新規程を知らない教員

が殆どであることなど、適切に判断するための事前情報が欠落していることにも起因し

ており、下記にその事実を示す。 

・大阪府庁舎放火事件の北村ゼミ生が北村不在のゼミでナイフを振り回し、危険

を感じた女子学生が他のゼミに移った件を例に、理事会が多忙でも教育を優先

すべきと発言した再審原告に対し、殆ど新任教員に変わった今、何故、その発言

をするのか、北村を貶めようとしているのかと追求することから、学長選挙の投

票数確保のために不利に働く人物の排斥を意図していると感じていたこと。 

・執行部による、意向に従わないとみる教員にはパワハラが続いていたこと。 

・他学部にはない期限付教員が２割程度占め、執行部の顔を窺う環境にあること。 

・特任人事は稀で、特任人事の実態を知る教員は殆どいないこと。その理由は、経

営学部の特任人事は、１９９９年７月２日の２名、２０１０年１０月２２日の二

宮教授と、その間、１１年間も特任人事がなかったことによる。 

・井形、池島、吉野の経営学部執行部および北村理事は、特任人事は再雇用であ

って新規採用と同じ手続きが適用されると誤った情報を教授会で繰返し発言す

るが、これは教授会メンバーに誤認識させる悪意ある情報操作であること。 

・下記の表が示すように、新規採用の割合が高く、退職率が高く、２００３年度在籍者

が３割を切っていることから、新しい教員に入れ替わっており、特任規程を知る由

がない状況にあること。 
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このような歪な経営学部の環境を、再審原告は、原審では次に示す陳述書として、

このような実態を述べている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 再審請求の事由があること 

再審原告は、前述したように、民事訴訟法第３３８条の次の事由があるため、再審請

求している。 

・判決の証拠となった文書その他の物件が偽造又は変造されたものであったこと 

・宣誓した当事者若しくは法定代理人の虚偽の陳述が判決の証拠となったこと 

・原審の判決が、次に示す後の裁判により変更を余儀なくされる事実があること 

- 再審被告大学が再審原告を名誉権侵害などで訴えた別件訴訟 

- 草薙副学長・理事が再審被告大学による懲戒処分の無効を求めた別件訴訟 

・判決に影響を及ぼすべき重要な事項について判断の遺脱があったこと 

 

原審判決の誤審は、これら事由が相互に絡み合った結果であり、次の構成で誤審であ

ることを立証する。 

第１節では、平成２年度～１６年度における被告大学の虚偽事実、データの捏造のもと

で、また、平成１６年度～２４年度の期間では判断不可能なデータのもとで、特任人事

における労使慣行の存在が否定されている。 

これを、真実若しくは真実と信じるに足る事実データをもとに、特任申請した教員は１０

０％特任教員として採用されていることを立証し、第２節は、２３年間の長きに亘って

特任人事における労使慣行が存在していることを述べている。 

第３節は、原審の判決「里上教授、A 教授及び B 教授が特任教員に任用されなかった

ことについて、控訴人が主張するような事情があったとしても、既に認定したような経過

を経て特任教員に任用されなかったことは事実であり、」が誤りであることを、審議されなかっ

た証拠、甲２５の井阪理事長および重森学長の「例外中の例外」発言、理事会が正常に
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機能していないことを立証する原審後の草薙裁判の証拠、経営学部教授会が歪な状況に

あることを立証する審議から漏れた山田学長補佐の文書などをもとに、特任人事におけ

る労使慣行の存在を立証している。 

第４節では、判決文にそって事実確認をしながら、争点１～４の判決の誤りを修正し、

第５節結論で、原確定判決の内、再審原告の敗訴部分は取り消されると主張している。 

 

１ 特任人事における労使慣行の否定には被告大学による虚偽事実、データの捏造がある 

(1) 平成２年度～１６年度における、被告大学による虚偽事実、データの捏造 

ア 被告大学の悪意ある虚偽事実およびデータの捏造を立証する 

イ 平成２年度～１６年度の期間での、特任人事における労使慣行の存在 

(2) 平成１６年度～２５年度における、被告大学による虚偽事実、データの捏造 

ア 被告大学の悪意ある虚偽事実およびデータの捏造を立証する 

イ 平成１６年度～２４年度の期間での、特任人事における労使慣行の存在 

２ ２３年間の特任人事の実績が証明する労使慣行の存在 

３ 原審の判決には、「特任人事における労使関係の立ち位置」に関する証拠の遺漏がある 

(１) 井阪理事長・重森学長の「特任人事における労使関係」の基本姿勢 

(２)  特任教員任用規程に託された役割  

(３) 経営学部では、被告大学の最高経営責任者である理事長および教学の長である学長の理

念、思いが何故、否定されるのか？ 

ア 組織に求められる調整機能、バランス感覚の欠如が要因 

イ 組織の目的と個人の自己実現の欲求のバランス感覚の欠如が要因 

(ア)  経営学部教授会 

(イ)  理事会 

ウ 小括：特任人事における労使慣行の不存在は、北村およびそのグループの主張 

(４)  「特任人事における労使慣行の存在」の判断から除外すべき事項 

ア 学長選挙に係わる３名が例外処理の対象である理由 

(５)  小括： 特任人事における労使慣行は存在する 

４ 判決の証拠とした事実の虚偽・偽造の確認と争点１～４の誤判決か否かの確認 

(１) 特任人事における労使慣行の存在について 

(２)  原告の特任人事について 

ア 山田元学長補佐の文書「経営学部教授会で配布された２文書への批判」が語る真実 

イ 別件訴訟、被告大学が原告を名誉権侵害等で訴えた大阪地裁判決文が語る真実 

(ア) 池島カリキュラム委員長の説明に関して 

(イ) 井形学部長の特任申請手続きに関して 

(ウ) 井形と池島が相互に意思を通じ、意図的に特任申請を妨害したことについて 

(３) 争点１ （被告大学において、特任教員の任用を申請すれば任用されるという労使慣行が
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あったか）について 

ア 原々審判決の第３の２(１)では、井形の虚偽陳述に因る、裁判所の誤認識がある 

イ (２)では、被告大学の文書などの虚偽説明に因る、裁判所の誤認識がある 

ウ (３)では、渡辺元経営学部長の「再雇用」の発言を、裁判所は誤認識している  

エ (４)では、裁判所は特任教員任用手続きを誤認識して、労使慣行の判断をしている 

オ 小括： 特任人事における労使慣行について 

(４) 争点２ （控訴人の特任教員への任用申請に対する被控訴人らの対応が、著しく信義に 

反するものであり、控訴人に対する違法な加害行為に該当するか否か)について 

争点３ （控訴人の特任教員への任用申請に対する被控訴人らの対応が、著しく信義に 

反するものである場合に、被控訴人大学の任用行為がなくても、任用行為がされた

のと同視することができるか否か）について 

争点４ （控訴人に生じた損害及びその額）について 

(５)  小括 

５ 結論 

 

(３) 再審請求期間内であること 

再審原告が、再審の規定を何時知ったのかということと、再審の訴えを提起できる再

審期間内であることを以下に立証する。 

原審判決が確定したおよそ半年後、再審被告大学は、インターネット上に公開した再

審原告のウェブページが名誉権侵害などに当たるとして損害賠償請求する一方、人格権

侵害、業務遂行権侵害によるウェブページの削除請求権を求めて、２０１５年１０月、

再審原告を大阪地裁に訴えている（甲１１６）。 

この時期、再審被告大学は、原審では９９％勝訴という状況にあったのをぶち壊した

のは草薙副学長・理事であるとして、理事会で北村理事らの攻撃にさらされているとい

う情報が再審原告にもたらされていたが、それを裏付ける下記の草薙裁判の再審被告大

学の準備書面（１）（甲１０６、４頁）を読んだ時に、原審の審議過程で論理的な審議が

されていないのは代理人による駆け引きがあるのではと疑っていたことと符合してお

り、再審被告大学が

名誉権侵害などで再

審原告を訴えた別件

訴訟では、途中で本

人訴訟に切り替えた

のは正解であったと

判断している。 

本人訴訟に切り替えた最初の被告準備書面が２０１６年８月受付の被告準備書面（５）

である（甲１０９）。 
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この別件訴訟の控訴審において、再審原告が準備書面（１）を作成していた２０１７

年１０月頃、再審の事由を規定した民事訴訟法第３３８条の存在を知り、その１項の６、

７、９に該当する事由があることから再審請求の道が開かれていると判断し、当該準備

書面の３４頁、第７部第１章第２節に「前件訴訟の争点１「労使慣行の存在」は再審請

求対象の可能性が大」と題して、次に示すように再審の意思表明を行っている。 

この経緯より、再審

期間を規定した民事

訴訟法３４２条２項

のもとで再審原告の

再審請求手続きのタ

イミングは再審期間

内にあることが立証

される。 

 

 

１ 特任人事における労使慣行の否定には被告大学による虚偽事実、データの捏造がある 

 

第 3 章当裁判所の判断、１節には、「大阪地裁が前提事実のほか、証拠（後掲の各証拠、

乙２６、乙２７、被告池島本人、被告井形本人）及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実

が認められる。」とし、（１）従前の特任教員の任用のア（ア）～（エ）では、下記の表を

掲載して、平成２年度から平成１６

年度において、定年退職となった者

３０名の内、任用された者２１名、任

用されなかった者９名とし、その内

訳を不明２名、申請取下げ１名、不申

請４名、推薦取消し２名とし（乙３

０，３１）、 

これに加えて平成１７年１０月頃、

経済学部 B 教授も推薦取消し（乙２

９）となったと述べている。 

 

最初に、この平成２年度から平成１

６年度の記載には虚偽事実があり、

データが捏造されており、その結果、

誤った判決を導いていることを立証

する。 
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(１) 平成２年度～１６年度における、被告大学による虚偽事実、データの捏造 

被告大学の狙いは、特任人事は再雇用ではあるが、新規採用と同じであり、特任教員

任用規程の要件を充たしておれば採用されるという労使慣行は存在しないということ

を裁判所に認識させることが狙いである。 

したがって、ここでは平成２年度〈１９９０年度〉から平成１６年度〈２００４年度〉

の１５年間において定年退職者３０名の内、９名が任用されていない。加えて、平成１

７年の B 教授をいれると１０名も任用されていないから、当然、特任教員の申請をした

からといって採用される訳ではない、すなわち、労使慣行は存在しない、という説明を

被告大学は前掲の表を用いて準備書面で主張し、原々審（大阪地裁）、および原審（大阪

高裁）は「労使慣行は存在しない」との判示の有力な根拠としていると解される。 

 

ア 被告大学の悪意ある虚偽事実およびデータの捏造を立証する 

原々審が判決の有力な証拠としたと推認される、前述の表の元データを以下に示す。 

 

表１．原告訴訟、第１審被告大学の証拠（乙３０） 表２．里上裁判での被告大学の証拠（甲１０１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



10 

 

10 

 

マスキングした左側の表１が原々審で被告大学が提出してきた資料（乙３０）であり、

右側の表２が里上教授の裁判で被告大学が提出した資料（甲１０１）である。 

同様に、表４（甲１０２）をマスキングしたのが表３（乙３１）である。 

 

表３．原告訴訟、第１審被告大学の証拠（乙３１） 表４．里上裁判での被告大学の証拠（甲１０２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらは同一の資料のため、特任教員申請要件を満たしていたか、特任教員を申請した

か、特任教員の申請を辞退したか、特任教員の申請を却下され不採用となったかの分析

が可能となり、任用されなかった者のデータの記載が正確か、虚偽かが立証される。 

なお、被告大学は個人の特定とその理由を追跡できないようにマスキングし、「プライ

バシー保護の観点から」（平成２６年８月８日づけの被告大学の準備書面（５）、３頁参

照）という説明をしているが、もっともな配慮に聞こえる、巧妙な悪意に他ならない。 

 

里上教授の里上裁判での陳述書（補充書）（甲１０３）には、元学長や同僚の協力のも

とで調べた事実、すなわち、定年退職者が特任教員を申請したのか、辞退したのか、申

請資格がなかったのかなどの情報が記載されており、被告大学のデータの誤りを指摘し

ており、その結果、被告大学は乙３０のデータの一部を修正した乙３１を提出している。 

なお、原告も同様に、原告代理人が準備書面を作成する原々審（大阪地裁）において、
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当時をよく知る元学長や先輩の協力のもとで自ら事実確認をし、里上教授のデータの信

頼性をチェックしている。その結果を下記に示す。 

 

立証資料 ： 被告大学の「任用されなかった者及び理由」は虚偽説明 

年度 
任用されなかった者

及び理由 
真実、若しくは真実とみなせる事実 

平成７年度 １名（不申請） 大川正人（申請辞退、九州の実家へ帰る） 

平成８年度 １名（不明） 不明は、乙３１記載の大槻弘（申請資格無し、業績不足） 

平成９年度 １名（申請取下げ） 

香川尚道（申請辞退、出版した著書は従前と殆ど同じで業

績とはみなせないという樋口助教授の執拗な追求により、

申請を辞退する。原告が経営学部着任時の出来事（甲 XY5） 

平成１１年度 １名（不申請） 西野証治（申請辞退、病気のため） 

平成１３年度 ２名（不明、不申請） 
不明は、乙３１記載の高城寛（申請辞退、病気のため） 

入江正（申請資格無し、業績不足） 

平成１５年度 １名（不申請） 近藤秀麿（申請辞退、奥さんの病気のため） 

平成１６年度 

２名 

（里上教授（人間科

学部）、推薦委員会

推薦取消し（経済学

部教授）） 

里上譲衛教授（人間科学部）、森田寿一教授（経済学部）、

平成１７年度の瀬岡吉彦教授（経済学部）も同様で、学長

選挙に起因して、不採用となったケースである。 

井阪理事長、重森学長は、合同教授会で、 

「例外中の例外であり、特任人事の労使慣行は従前と変わら

ず」  と発言されている（原審（大阪高裁）の甲２５参照）。 

 

上記の分析および検証の結果、被告大学の虚偽表記、データの捏造が立証される。 

 

被告大学は、「特任教員申請の有資格者が特任教員を申請すれば、特任教員として採

用されるという労使慣行が存在する」ことを否定するために、「特任教員申請の有資格

者で不採用となった者」とすべき表頭を、乙３０および乙３１では「任用されなかった

者及び理由」として、そこに「申請資格のない定年退職者」、「特任申請を辞退した有資

格者」、「例外中の例外の事由で不採用となった特任申請有資格者」を記載し、「例外中

の例外の事由を除いた特任申請有資格者で不採用となった者」は記載していない。 

 

この結果、被告大学のいう「定年退職者３０名の内、９名が任用されていない」は、定

年退職者３０名の内、採用された者２１名、採用されなかった者９名の内訳は、「申請資

格のない定年退職者」は２名、「特任申請を辞退した有資格者」は５名、「例外処理すべ

き不採用となった特任申請有資格者」は２名、「例外中の例外の事由を除いた特任申請有

資格者で不採用となった者」は ０名 となる。 
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その結果、特任申請有資格者２３名のうち、井阪理事長および重森学長が「例外中の例外

で、特任人事における労使関係は従前と変わらず」と発言された、学長選挙に係わる２名を除

く２１名は、全て特任教員として採用され、この期間の労使慣行が確認される。 

 

イ 平成２年度～１６年度の期間での、特任人事における労使慣行の存在 

アで、被告大学による虚偽事実およびデータの捏造を立証した結果、特任申請有資格

者２３名のうち、井阪理事長および重森学長が「例外中の例外」と発言された学長選挙

での渡辺前学長の選挙参謀、里上教授と、瀬岡吉彦学長候補の選挙参謀、森田教授の２

名を除く２１名が特任教員として採用されている。 

この事実から、特任教員任用規程の要件を充たす教員が特任教員を申請すれば、特任教

員として採用されるという労使慣行は、平成２年度～１６年度の期間において、毅然として存

在することが立証される。 

なお、この結論に至った表を下記に示す（甲１０４）。この表の左側の表が判決に記載

されている表であり、右表が里上教授および原告が精査した事実データである。 
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(２) 平成１６年度～２５年度における、被告大学による虚偽事実、データの捏造 

第 3 章当裁判所の判断、１節の（１）従前の特任教員の任用のイでは、 

「被告大学の教員のうち、平成１８年度ないし平成２５年度において、特任教員に

任用された教員の数は、平成１８年度が３名、平成１９年度が１名、平成２１年

度が３名、平成２２年度が２名、平成２３年度が２名、平成２３年度が１名、平成

２４年度が３名、平成２５年度が１名である。」 

と記載されており、原審は、これに続けて次の文言を加えている。 

「なお、平成１８年度から平成２５年度までの間に、特任教員任用申請を行ったに

もかかわらず、任用されなかったのは、控訴人のみである。」 

 

被告大学は平成２５年１１月２６日の準備書面（２）で次のように述べている。 

「２０１２年度の定年退職による特任教員 A の対象者４名（原告を含む）のうち、

経営学部の甲氏は一身上の都合により辞退し、経営情報学部の乙氏は資格なしと

して採用されず、人間科学部の丙氏のみが採用されている。なお、甲、乙、丙の各

氏については、現時点では本人から氏名の公表について同意を得られていないの

で匿名としている。 

また、２００４年度から２０１３年度までの対象者（定年に達した者）３０名のうち、特任教

員採用申し出をしても、推薦委員会で否定されたケース、教授会で反対があり辞退に

至ったケース、要件が合わないということで申出を断念したケースなどがあり、採用さ

れた者は２２名であることを補足しておく。」 

 

ア 被告大学の悪意ある虚偽事実およびデータの捏造を立証する 

原々審の訴訟過程で、原告が原告代理人に提示した次の表は、被告大学総務部人事課

発行の「役員・教職員名簿（１９９７年度、２０００～２００４年度）」と「学部別教員

名簿（２００３年度～２０１２年度）」をもとに作成した表である（甲１０５）。 

これより、次の事実が確認される。 

➀平成１６～２４年度（２００４～２０１２年度）までの定年退職者は、３０名 

②特任教員任用規程（新・旧規程）の申請資格要件を充たす教員は、２７名 

③申請資格のない教員は、３名 

④有資格者２７名の内、申請者は２３名、申請辞退者は４名 

⑤申請者の内、特任教員として採用された教員は、１９名 

⑥不採用者は４名であり、その内訳は、 

a) 井阪理事長・重森学長が「例外中の例外であり、特任教員の人事における労使

慣行は従前どおり変わらず」と発言された事由に該当する不採用者、３名 

b) 申請書類を推薦委員会に提出しないというパワハラ被害者の原告、１名 
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平成１６年度～２４年度（２００４～２０１２年度）における、特任教員採用状況（甲１０５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この結果、被告大学の、平成２５年１１月２６日の準備書面（２）の記載内容には次の虚偽が

ある。 

a) ２０１２年度の…特任教員 A の対象者４名では、３名が正しい。 

b) 乙氏は資格なしとして採用されずの、「採用されず」という表現が虚偽、 

その理由は、有資格者でない人物の特任申請は存在しないため 

c) 採用された者は２２名との記述部分において、１９名が正しい 

 

イ 平成１６年度～２４年度の期間での、特任人事における労使慣行の存在 

アで、被告大学による虚偽事実およびデータの捏造を立証した結果、定年退職者３０

名の内、特任教員申請有資格者２７名の内、辞退者４名を除き、労使慣行の存在を判断
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するうえで除外すべき特殊要因の４名を除くと、「特任教員申請者１９名が全員、特任

教員として採用されている。 

この事実から、井阪理事長・重森学長の発言どおり、特任教員任用規程の要件を充たす 

教員が特任教員を申請すれば、特任教員として採用されるという労使慣行は、 

平成１６年度～２４年度の期間において、毅然として存在することが立証される。 

 

２ ２３年間の特任人事の実績が証明する労使慣行の存在 

 

原々審、原審が判決の根拠にした被告大学の虚偽事実およびデータの捏造を修正した、

前述の、１（１）イおよび（２）イより、平成２年度から原告が定年退職する平成２４年

度の２３年間において、２００５年７月１日の合同教授会の席上で、経営の最高責任者、

井阪理事長と教学の長、重森学長が発言されたとおり、学長選挙に係わる３名を例外中の

例外として除外し、原審で確定した「被控訴人井形および被控訴人池島の故意による共同

不法行為による特任人事妨害による原告を除くと、 

特任教員任用規程の要件を充たす教員が特任教員を申請すれば、特任教員として１００％採用

されるという労使慣行は毅然として存在する。 

以下に、それを立証した表を示しておく。 
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３ 原審の判決には、「特任人事における労使関係の立ち位置」に関する証拠の遺漏がある 

 

原告は、原々審の判決を覆すために、原審では被告大学の虚偽発言を否定する、もしく

は虚偽を暴露するために、粉飾不能な証拠である肉声を録音した音声データとその反訳書

を証拠として提出している。それは下記の３つである。 

➀２００５年７月１日の、里上裁判と特任人事に関する合同教授会（甲２５） 

②２０１２年１０月１９日、山田学長補佐に井形らの特任人事妨害を相談（甲２４） 

③同日、草薙副学長に井形らの特任人事妨害を相談（甲２３） 

 

なお、「特任人事における労使関係の立ち位置」を立証する次の３つの証拠の意図、役割

を以下に述べる。 

証拠とした➀は、被告大学の最高経営責任者および教学の長の、過去から現在、今後へと

引き継がれていくべき人事に関する理念、思いを示すことにある。 

証拠とした②は、教員の定年を７０歳から６７歳に引き下げた時の特任教員任用規程に

託された役割を示すことにある。 

証拠の②と③は、経営学部では、何故前述の➀と②の理念、役割が反映されず、原告の特

任人事を妨害するというパワハラに発展していったのか、その要因を推論、あるいは問題

点を認識していただくところにある。 

すなわち、原告の特任人事妨害は邪な悪意をもつ経営学部出身の理事、特にその首謀者

である北村實の理事会運営および経営学部教授会運営への関与のもとで、その追随者であ

る井形、池島、木村といった歴代の経営学部長・理事が故意による共同不法行為を行って

いることを認知し得る証拠を示すことによって、 

結果として、被告大学の主張「特任人事において特任教員任用規程の要件を充たしておれ

ば、特任教員申請者は特任教員として採用されるという労使関係は存在しない」は、被告

大学の総意ではなく、理事会執行部の、理事長を代行する北村総務担当理事の思惑であり、そ

れに迎合する理事および経営学部執行部の思惑を反映した、被告大学の主張であることを立

証することにあり、これについては別件訴訟で提出された次の新たな証拠をもとに後述する。 

・被告大学が原告を名誉棄損で訴えた別件訴訟の資料一式 

・元副学長・理事の草薙氏が被告大学を訴えた別件訴訟の資料一式 

・特任教員を申請しないことを条件に懲戒処分を外された元学長補佐、山田氏の 

教授会および教職員組合提出資料 

 

(1) 井阪理事長・重森学長の「特任人事における労使関係」の基本姿勢 

２００５年７月１日の合同教授会は、同年３月２２日に重森学長立ち合いのもとで井

阪理事長が里上教授を特任教授として再雇用しないことを伝えたため、同月３１日、里

上教授が大阪地裁に地位保全の仮処分の申請を行った里上裁判をめぐる問題について、
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井阪理事長および重森学長の所信表明の場で、次の点を強調されている（甲２５）。 

(a)今回、里上教授を特任教授として再雇用しないことにしたのは学長選挙の問題で 

大学人としての資質に問題があったためである。 

(b)現行の特任教員規程は教育と研究に関する任用基準だけであり、教学の観点から

教育的な基準だけでなく、もう少し幅広く基準を設ける必要がある。 

(c)今回は、例外中の例外であって、これまで本学がとってきた教授会自治を中心と 

する大学の在り方については、なんら変化がないことを申し上げるために開いたといっ

ても過言ではない。 

(d)今回のことは、例外中の例外というふうに受けとめて、従来からの本学の、 

人事をする教授会と理事会との関係はなんらの変化はないということを申し上げたくて

開いたという趣旨です。 

 

この(c)と(d)は、特任教員としての再雇用という人事においても、教授会と理事会との

関係は従来となんら変化がないと、経営側の最高責任者である理事長と教学の長である

学長が学内のすべての教員に、使用者側の基本姿勢「特任教員任用規程を充たす教員が特

任教員の申請をすれば、特任教員として採用されるという労使慣行が被告大学には毅然とし

て存在する」ということを述べている。 

 

(a)と(b)は、特任教員任用規程を改変し、特任教員推薦委員会の役割を明確にすべきと

いう、経営側の最高責任者である理事長と教学の長である学長の思いである。 

前者の思いとは、特任教員申請者に求められる、教育・研究以外の要因を規定すべきと

いう提案であり、被告大学が特任教員に期待する「大学人としての資質」を定義し、それを

特任教員任用規程（新規程）（以下、新規程という）に織り込むことである。 

新規程では、この思いを次のように規定している。 

・（対象）第 2 条 「本学の教育、研究水準の向上のために特に必要があると認めら

れるときは、･･･」の、「特に必要がある」の部分に、「大学人としての資質」を担

保する意図が込められている。 

・（任用基準）第 4 条の④ 「本学の教員としてふさわしい研究・教育・運営上の活動を

行ってきたと認められること」 

 

後者の思いとは、特任教員申請者の採用に至るすべてのステップを特任教員推薦委員

会の管理下におき、推薦委員会の推薦が唯一の判断基準となるようにせよ、という提案であ

り、教授会が推薦を否決しても、あるいは理事会が承認を退けても、推薦委員会に戻さ

れ、実態調査のうえ、反対理由の真実を確認して推薦可否の確認をせよと解釈される。 

これは、合同教授会での井阪理事長の発言「ある領域に限定して協議してそれを超え

る問題があったか、という説明ですけれども、私は、それは今後はその基礎にならない
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というふうに感じております。」、および、重森学長の発言、(c)の「教授会自治を中心と

する大学の在り方」、(d)の「本学の、人事をする教授会と理事会との関係はなんらの変

化はない」より、経営上問題がある場合は理事会は問題提起はするが、それを決定する

のは教学の長を中心とする教学組織であると解釈され、理事会および理事長が里上教授

の特任任用を取り消したというようなことは例外中の例外で、今後は、特任教員推薦委

員会が中心になって特任人事を進めてほしいという要望と解される。 

その結果、改変された新規程では、教授会が特任教員推薦委員会の推薦を却下しても、

特任教員推薦委員会が教授会の却下理由を実態調査し、却下理由が適正か、パワハラの

ような不法行為は無いかなどを判断して教授会への推薦の可否を決めるということに

なっており、理事会が却下しても同様の手続きとなることが明文化されている。 

 

(２)  特任教員任用規程に託された役割 

特任教員任用規程に託された役割を知るために、次の２つの事実を示す。 

(e)原告が経営学部執行部による特任人事のパワハラを相談した山田氏は、山田達夫、

重森曉、徳永光俊の３名の学長のもとで学長補佐を務めた、学内の教学システム

を熟知している人物で、彼の次の発言は傾聴すべきである（甲２４、５頁）。 

「再雇用と、仕組みとしてそうだということに立脚していますから、それはそう

だとしてもね、定年が７０だったのを６７にした。その時の処置としてですね、

希望者には７０までいてもらうようにしよう。但し、給与は半分になりますよ

という処置だったんですよね。でも、手続きはやはりそこで退職金も払うんで

すから、一旦打ち切って、再雇用という形に学校としてはなりますと。それは

それでいいと思います。」 

「ただ、趣旨としてはね、ご本人が希望されれば、これまで長い間役割貢献していた

だいたことからね、ちゃんとできる元気なお姿でいてもらえるなら、やってもらおうと

いうことだった訳ですよね。それをね、自分の好き嫌いでね、科目止めてですよ

ね、人材はぐるのをやめるなんてことを理由にしてね、卑怯千万ですよ。」 

 

(f)草薙氏が懲戒処分無効確認を請求した草薙裁判での、被告大学および草薙氏の次

の準備書面をもとに、特任教員任用規程に託された役割を確認する。 

・平成２７年１１月１３日付けの被告大学の準備書面（１）（甲１０６）： 

「被告の特任教員の任用制度は、退職者の新規採用であり、任用申請さえすれば、

特任教員に任用されるという労使慣行も存在しないというのが被告の基本的・統一

的見解であるにも拘わらず」 

・平成２８年１月８日付けの草薙氏の第２準備書面（甲１０７）： 

「退職者の「新規採用」であることについて、新卒採用と同じ意味での新規採用であ

るというのなら争う。「特任教員任用規程」は高齢者雇用安定法に基づく制度ないし
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それを強く意識したものと思われ、その種の雇用制度が全くの新規採用ではないこ

とは明白である。また、退職が原則になるか、継続雇用が原則となるかは、多分

に運用実態によるものであり、一般論として、運用についての評価が分かれた

としても何の不思議もないし、いずれにせよ、申請の権利がある者（吉井）が

応募してはならないということにもならない。」 

 

一般の読者の普通の注意と読み方とを基準として、上記２つの事実の内容を読めば、 

特任教員任用規程は高齢者雇用安定法に基づく制度ないしそれを強く意識したものと解する

のが自然であり、一旦退職しての再雇用であっても、公募による新規採用と同一の雇用形態

ではないことは明白である。 

したがって、人間科学部学部長の城推薦委員の次のメール（甲１８）、 

「承認について、録音の中では井形学部長は、「３分の２以上だ」と発言してい

ますが、それは学部によって違います。人間科学部では、専任教員の新規採用

と、昇任人事とは、たしかに３分の２の方の「可」が必要です。しかし、特任

教員に関しては文章には明記されていません。ただ例年、投票もなく、「とくに異

議がなければ承認されたとみなす」という慣例です。」 

および、原告が経験した１９９７年７月２日の経営学部教授会の特任人事の資料（甲

１０８）から、新規採用と同じ、出席した教授会メンバーの３分の２以上の賛成を求め

た痕跡はなく、教授会では何事もなく、推薦委員会の推薦に同意している実態が理解さ

れる。 

 

(３) 経営学部では、被告大学の最高経営責任者である理事長および教学の長である 

学長の理念、思いが何故、否定されるのか？ 

ア 組織に求められる調整機能、バランス感覚の欠如が要因 

経営学部は被告大学の悪しき部分が色濃く残っているところ、と原告が被告大学に着

任した１９９７年頃、当時の濱本泰学部長から聞かされ、その改善を託そうとされてい

ると感じていた。 

その悪しき部分が、理事会や経営学部教授会の活動を歪め、不法行為へと導いてきたこと

を推認するために、２００１年度～２０１４年度までの１４年間の経営学部執行部体制

の推移を他学部のそれと比較した表を以下に示す。 

この表から次の事実が見いだせる。 

(a)他学部（経済学部、経営情報学部（情報社会学部へ改組）、人間科学部）では 

学部長は凡そ、２年で交代し、繰り返し学部長に選出されていない。 

(b)経営学部では、繰返し学部長に選出されている人物として、北村と二宮の名前が

あるが、この表から漏れている木村も２０１４年度から２０１７年度まで２期連

続選出され、２０１８年度には池島は２回目の学部長・理事に選出されており、
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北村グループで経営学部教授会はコントロールされているという現実がある。 

(c)北村は、この１４年間、実際はそれ以上の期間、経営学部出身の理事として、 

理事会で大きな影響力を築いている。 

(d)北村は、西口教授が二宮をセクハラで人権委員会に訴えた１９９９年３月末の 

事件で、人権委員の立場を利用して彼の問題を丸く収めた結果、二宮グループ 

（含む、樋口、青水など）を北村グループに取り込むことに成功している。 

(e)北村は、採用人事・昇格人事などに大きな影響力を持ち続けており、井形、池島、

木村が採用された当時、北村の手足となる人物と事務方は噂していた。 

(f)その結果、２００７年度の渡辺執行部を除く全ての期間に亘って、経営学部執行

部を北村グループで固め、教授会をコントロールしてきた。これが事実である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 組織の目的と個人の自己実現の欲求のバランス感覚の欠如が要因 

アでは、経営学部の学部執行部は北村グループで固められ、教授会の自治は北村グル

ープのコントロール下にあるという事実を示した。 
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なお、北村に追随している教職員を指して北村グループと被告大学では呼ばれていた

が、その北村の目指すものが何か、それが北村をはじめ、グループの行動に反映される

ことになる。ここでは経営学部教授会および理事会での反映された事実を、第３者の目

で評価した証拠でもって、以下に示すことにする。 

 

(ア)  経営学部教授会 

北村およびそのグループは、経営学部教授会での体制を強化するために、採用人事、

昇格人事を掌握し、カリキュラム委員会、学内の人権委員会や学生委員会、さらには

教職員組合などにもグループの人物を配置し、影響力を高めていた。 

その一方で、グループに迎合しないとみなす人物には、昇格人事や担当科目への圧

力をかけるなどを行っており、これについては、被告大学が原告を名誉権侵害、業務

遂行権侵害などで訴えた別件訴訟で、原告が被告本人訴訟として初めて提出した被告

準備書面（５）組織的な不正行為、パワハラは事実（甲１０９）を参照されたい。 

ここでは、原審で証拠とした山田氏との会話（甲２４）から、 

北村は大望（学長、理事長を目指していたとの噂があり、事実、学長選挙にも名乗りをあげ

ている）を抱いているが、そのために選択した行動がよくないと、次のように発言している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教授会構成メンバーの期限付き教員に関しては、以下のように述べている。 
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この記述にあるように、期限付き教員は不安定な立場におかれているため、発言も

できず、学部長や期限付き教員の延長を審査する教員の顔色を窺うなど、完全なコント

ロール下にあることが推認される。 

これは正規雇用の教員にも当てはまり、学部長や評議員の選出、新採用や昇格人事

などの投票行動は北村グループによりコントロールされるリスクがあることを示唆している。 

期限付き教員の実態を他学部と比較した表を以下に示す。この表から、経営学部教

授会の組織構造・体制は、少なくとも歪であることが理解される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(イ)  理事会 

北村および北村グループは、教学の場では経営学部教授会をコントロール下におき、

経営の場である理事会では、北村総務担当理事と経営学部学部長・理事の２名および

北村に追随する理事らが連携して理事会での発言力を高め、かつ、北村は理事長を代

行するほどの強い影響力をもっていたとのことである（甲１１４）。 

原告は、経営学部教授会をコントロール下におき、「教授会の自治」の名のもとで好

き勝手しているように、理事会も北村の大望を達成する手段として、好き勝手をして

いるのではないか、それが立証できれば、 

  特任人事において労使慣行は存在しない、再雇用であっても新採用と同じ手続きが 

  求められるという被告大学の主張は、それは本来の被告大学の主張ではなく、 

  北村の大望を達成する手段として派生した言い分に過ぎないという論理が成立する。 
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この論理のもとで、経営の最高責任者である井阪理事長および教学の長である重森

学長の理念、思いが今も被告大学には引き継がれていることになり、原告も、北村お

よびそのグループの邪な妨害がなかったならば、特任教授として採用され、被告大学

及び学生や社会に貢献し続けていたということが推認されると強く主張する。 

 

この論理が成立するとみなせる事実２つを以下に提示する。 

➀原告を調べる調査委員会が理事会に設置されたという、別件訴訟の事実情報 

②和解で終結した別件訴訟の草薙裁判の事実情報 

➀の事実情報とは、被告大学が原告を名誉権侵害などで訴えた別件訴訟の控訴審に

おける原告の控訴理由書（甲１１０、９頁）に記載の下記事実情報である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この事実情報により、理事会は経営学部教授会の悪さ加減を知りながら、北村と二

宮の経営学部出身の理事の発言を尊重して正論を主張する原告の口封じに動いてお

り、経営を監査する機能もない、お粗末な組織と感じた記憶がある。 

ここでは、「教員活動評価に関する規程と“パワハラ”に関する資料」（甲１１１）、羽

根事務局長からの通告文（甲１１２）、八木田委員長の質問書（甲１１３）を証拠とし

て提示する。 

なお、この件で、理事会に原告の動きを監視または調査する調査委員会が設置され
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たが、この委員会は、原告が退職する２０１２年度まで存続していたと、北村が教授

会で発言している。 

 

②の事実情報とは、原告が原審で証拠とした草薙副学長・理事の音声データにより、

理事会の懲戒等検討委員会で、年俸１０％減俸などの懲戒処分を受け、その無効と名

誉回復のために訴訟を起こし、実質、勝訴の和解で帰結した草薙裁判において、草薙

氏が提出した陳述書に記載の下記事実情報（甲１１４、５～８頁）のことである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



25 

 

25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの事実情報は、真実、若しくは真実と信じるに足る次の事実を提示している。 

 

(a)北村は学長選挙で勝利し、学長になることが北村の大望であったという事実 

(b)理事会では、徳永学長と常に対立していたという事実 

(c)北村は、自身の野望（大望？）達成のためには不条理なことをするという事実 

(d)北村は、理事長の陰に隠れて理事会運営の主導権を握っていたという事実 

(e)北村は懲戒等検討委員会では警察のように捜査を担い、理事会では検事のよう

に追求し、裁判官のように判決を下す一人 3 役の主要人物であったという事実 

(f)北村は、共同不法行為者の井形、池島を被害者であるかのように庇う 

(g)北村は、不利なことはどのような手段を用いてでも揉み消そうとする人物 

(h)原告は、裁判に訴える、公の場で争う以外の方法はなかったという見方 

 

ここでは、(c)、(f)、(g) の事実の真実性確認のために、次の２つの証拠を提示する。 

 

１つは、草薙裁判での北村の尋問調書（甲１１５）である。北村の応答する言葉の背

景にある論理が北村の行動規範とみなせるため、上記事実の真実性が推認される。 

ここではそのような判断の参考になる応答部分の幾つかを下記に摘出する。 

(i)吉井裁判での証拠として出されたもの、あるいは、吉井さんのインターネットで、

ホームページ等でアップされたものの中身は、ほぼ真実だという報告だったと思い

ます（同、４頁）。 

(j)里上事件を通して、特任制度はいわば新採用であると、再雇用とは表現してますけ

れども、新採用であるという性質をはっきりさせようという改正でありました（同、９頁） 

(k)パワハラだという判断があったのならば、人権委員会から … 報告があるはず

ですので、そういうことがなかったということですので。パワハラだと、吉井さん

からの訴えで認定された事実はないと判断していました（同、１５頁）。 

(l)原告代理人の質問、草薙氏は原審で音声データを証拠とされたことにより、懲
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戒処分を受けているが、原々審で井形の特任辞退要請の音声データが証拠とさ

れ、しかもそれは任用規程とは外れる行為をしていることは問題にならないの

かに対し、北村は任用規程と外れるとは考えていませんと答えている（同、３８頁）。 

 

今１つは、原審の判決後、被告大学が原告を名誉権侵害などで訴えた別件訴訟の裁判

所の判断部分の次の判示より、(c)、(f)、(g) の事実の真実性が推認される。 

(m)学部教授に係る人事、運営の適否は社会の正当な関心事ということができる。

したがって、本件記事等の掲載は、公共の利害に関する事実に係り、専ら公益を

図る目的で行われたものと認めるのが相当である。… 本件記事の掲載につき公

共性ないし公益目的が失われるということもできない（甲１１６、２３頁） 。 

(n)本件大学経営学部において、執行部により継続的かつ組織的に被告に対するパワ

ハラが行われていたとの見解を示したものと解される（同、３１頁）。 

(o)一般の読者の普通の注意と読み方を基準として本件記事等を読めば、本件記事

等は、… 本件大学経営学部において、１審被告に対して執行部から継続的かつ

組織的にパワハラが行われていたという見解を示したものであることは、引用

に係る原判決説示のとおりである（甲１１７、９～１０頁）。 

(p)本件記事等の掲載は、公共の利害に関する事実に係わり、専ら公益を図る目的

で行われたものと認められ、執行部による継続的かつ組織的なパワハラという意見

の前提となる事実の重要な部分は真実であり（同、１０～１１頁）、 

 

以上を総合評価すれば、北村およびそのグループは北村の学長をめざすとう大望の

もとで、経営学部での影響力を維持するために、原告に対し、継続的かつ組織的にパ

ワハラを行ってきたように、理事会においても、草薙裁判で明白になったように、理

事長を代行する立場を利用して、対抗勢力を不法に抑え込む行動をしていたことが推

認される。 

 

ウ 小括： 特任人事における労使慣行の不存在は、北村およびそのグループの主張 

アでは、経営学部の学部執行部は北村グループで固められ、教授会の自治は北村グル

ープのコントロール下にあるという事実を示した。 

イでは、経営学部においても理事会においても、対抗勢力を抑えるためには手段を選

ばない北村および北村グループであることを、草薙裁判で草薙氏が懲戒処分の無効と名

誉回復を勝ち取った証拠をもとに示した。 

その結果、特任人事における労使慣行の不存在は、北村およびそのグループの主張と

いう結論に達した。 

そう判断する根拠を２つ示す。 

１つは、特任教員任用規程（新規程）は自分がつくったと教授会で標ぼうする北村の、
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草薙裁判での尋問における次の応答である（甲１１５）。 

「特任制度はいわば新採用であると、再雇用とは表現してますけれども、 

新採用であるという性質をはっきりさせようという改正でありました」 

北村本人の口から、新規程の任用手続きには規定されていない大変重要な言葉「新採

用」が実は規程の裏に隠されていると公然と発言することは、規程などあって無きがご

としと同義となり、法令順守に欠ける精神構造の持ち主ということになる。 

今１つは、木村経営学部長・理事の理事会および教授会での次の説明である。 

「特任教員制度は「再雇用」制度であることはすでに過去の事案において確定して

いる。 したがって通常の雇用契約締結の手続きが踏襲されることは当然のことで

ある（特任教員申請・任用に関して特別な労使慣行は存在しない。）」。 

北村も木村も、民法学者であることから、何をか言わんや、である。 

この延長線上で理事長代行の北村発言「特任人事は新採用であって、労使慣行は存在し

ない」は、理事会の主張というよりも、むしろ、北村個人の主張に過ぎないということになる。 

その結果として、北村が副学長・理事として仕えた、経営の最高責任者井阪理事長お

よび教学の長である重森学長の理念、思いを踏みにじり、被告大学を貶めている人物と

いう判断に至ると、原告は主張する。 

 

(４)  「特任人事における労使慣行の存在」の判断から除外すべき事項 

データ処理において、一般に、例外処理は大変重要な作業である。適切に異常データ

を除去すると、真実の姿を見誤りなく見出すことが可能となるためである。 

今回の労使慣行の検証の重要性は、 

労使慣行が労働法の法源の一つであり、 

   労使間の合意に根拠をおかなくとも、労使慣行が成立するには、 

      原則として相当長期間にわたって行われること（継続性）、 

      何回か繰り返し実施されること（反復性）が必要とされ、 

   それが合理的な内容をもつものとして認容されるかぎり、 

法的拘束力をもつとされているためである。 

 

特任人事の２３年間の事実データから、特任申請をすれば、繰り返し特任教員として採用さ

れるという反復性とそれが２３年間の長きに亘って継続されているという事実の存在を検証す

ることにあり、 

例外処理すべき対象のデータを次の２つとする。 

・学長選挙に係わる３名 

・井形が特任申請書類を推薦委員会に提出しないという不法行為による１名 

例外処理すべき対象で、不法行為された１名を除くことには異論はないと思われるた

め、ここでは、学長選挙に係わる３名が例外処理の対象である理由を以下に述べる。 
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ア 学長選挙に係わる３名が例外処理の対象である理由 

２００４年１０月の学長選挙に係わる３名とは、里上、森田、瀬岡の３名の教授を指

し、当時の学長選挙で選出された重森学長とこの３名の選挙体制の構図は以下のとおり

である。 

学長候補 選挙参謀 

渡辺泉学長（経営情報学部） 里上譲衛学長補佐（人間科学部） 

重森曉教授（経済学部） 北村實教授（経営学部） 

瀬岡吉彦教授（経済学部） 森田寿一教授（経済学部） 

 

特任人事との関係でこの学長選挙を鳥瞰すると、 

(a)２００４年１０月２９日、渡辺泉学長のもとで特任教員推薦委員会が開催。 

(b)里上教授は同日の教授会に特任教授として推薦され、同教授会で承認される。 

(c)森田教授は、同委員会の推薦を受け、同日の教授会に特任教授として推薦される。 

(d)しかし、同日、経済学部の重森教授が学長に選出されると様相は一変する。 

(e)里上教授は理事会等の反対があり、２００５年３月２２日、重森学長立会いの下

で井阪理事長は特任教授として再雇用しない旨を申し渡し、同月３１日、里上教

授は大阪地裁に地位保全の仮処分の申請を行い、里上裁判が始まった。 

(f)同年７月１日の合同教授会で、井阪理事長および重森学長が「里上教授の件は例

外中の例外」と話されたが、その理由として、学長選挙では選挙管理委員長の立

場にもかかわらず、渡辺前学長の選挙参謀を務めたことが挙げられており、これ

が新規程改定の理由になっている。したがって、里上教授を例外処理の対象とす

ることに異論はないはずである。 

(g)一方、経済学部の森田教授は、同学部の重森教授が学長になった直後の教授会で

推薦が承認されず推薦委員会に戻され、実態調査の結果、重森推薦委員長の推薦

委員会が推薦を却下している。重森学長は合同教授会で教育上の問題と話された

が、大学院委員長を２年務めるなど、教育、研究に業績のある立派な方であり、  

単純に教育上の問題とみなせるかは疑義がある。したがって、森田教授が選挙参

謀をつとめた瀬岡教授の特任推薦却下理由を調べ、瀬岡教授が例外処理の対象と

なるか否かを検討し、それと同じ処理をすべき対象と位置づける。 

(h)瀬岡教授には原告が電話で確認している。特任教員推薦委員会では経済学部教授

会に推薦するか意見が分かれ、５０対５０になり、最後に重森推薦委員長の１票で決ま

ることになり、推薦しない方に投じたためとのことで、重森学長から直接話があり、学

長選挙における重森学長の推薦母体が経済学部であることから了承していると答えた

ということであった。また、瀬岡教授の勤続年数が５年であったことから、新規

程では、本学に６年以上勤務と修正されたと話された。これより、瀬岡教授も例

外処理の対象として異論なく、森田教授も同様の取り扱いとなる。 
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以上より、学長選挙に係わる３名は、特任人事における労使慣行の存在の判断からは除

外すべき、例外処理の対象とすることが適切と解釈される。 

 

(５)  小括： 特任人事における労使慣行は存在する 

(４)で例外処理の対象４名は適切な判断との確認を行った。 

これにより、２節の「２３年間の特任人事の実績が証明する労使慣行の存在」で述べ

たように、２３年間の長きに亘って、特任申請の要件を充たす教員３９名が特任申請をし、 

繰返し特任教員として採用されており、その実態は１００％の採用率である。 

したがって、特任人事における労使慣行は毅然として存在することが確認され、２０

０５年７月１日の合同教授会で井阪理事長および重森学長が話された、人事における労

使慣行は従来と変わらずという姿が今も続いているということである。 

 

４ 判決の証拠とした事実の虚偽・偽造の確認と争点１～４の誤判決か否かの確認 

原々審判決の第３の１(１)では特任人事における労使慣行の存在について、(２)では原

告の特任人事について、次の争点を判決するための基礎事実を述べている。 

争点１ （被告大学において、特任教員の任用を申請すれば任用されるという労使慣行

があったか）について 

争点２ （控訴人の特任教員への任用申請に対する被控訴人らの対応が、著しく信義に

反するものであり、控訴人に対する違法な加害行為に該当するか否か)について 

争点３ （控訴人の特任教員への任用申請に対する被控訴人らの対応が、著しく信義に

反するものである場合に、被控訴人大学の任用行為がなくても、任用行為がされ

たのと同視することができるか否か）について 

争点４ （控訴人に生じた損害及びその額）について 

ここでは、第３の１(１)から争点４の順に、次の(a)～(d)の事由があるかを分析し、裁

判所が誤認識をしていないか、誤判決に至っていないかを確認し、結果として、争点１～

４において、原告が勝訴することを目的とする。 

(a)被告大学による虚偽の陳述が判決の証拠となっていないか 

(b)の証拠が偽造、あるいは変造されたものであるか 

(c)原審の判決が、後の裁判（被告大学が原告を名誉権侵害などで訴えた別件訴訟、

草薙副学長が理事会による懲戒処分を不当として、懲戒処分の無効と名誉回復に

成功した別件訴訟（草薙裁判とも表記する）、それらにより変更されていないか 

(d)判決に影響を及ぼすべき重要な事項について判断の遺脱がなかったか 

 

(１) 特任人事における労使慣行の存在について 

原々審判決の第３の１(１)従前の特任教員への任用では、裁判所が特任人事における

労使慣行の存在を判決する基礎とした事実データが記載されている（１７～２０頁）。 
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この事実データをもとに、原審の判決では、労使慣行があったと認めることはできな

い（１９頁）としていることから、被告大学は、特任人事に関する虚偽の陳述をし、デ

ータを捏造し、労使慣行は存在しないという制約条件の形成に成功したといえる。 

この誤判決に至らしめた要因は次の２つである。 

１つは、被告大学が特任人事に関する多くの虚偽事実、虚偽表現をし、虚偽データを捏造

したことで、これについては、本文の下記、第１節および第２節で立証している。 

１ 特任人事における労使慣行の否定には被告大学による虚偽事実、 

データの捏造がある 

２ ２３年間の特任人事の実績が証明する労使慣行の存在 

今１つは、原告の提出した重要な証拠（甲２５）が原審では審議されず、 

判決の判断に遺脱があったことで、これについては、本文の下記、第３節で立証している。 

３ 原審の判決には、 

「特任人事における労使関係の立ち位置」に関する証拠の遺漏がある 

なお、ここでいう重要な証拠とは、被告大学の最高経営責任者である井阪理事長およ

び教学の長である重森学長の「特任人事における労使慣行従前と変わらず存在する」と

いう理念、思いのことで、合同教授会で全教員に話している。 

 

この第１節から第３節において、 

被告大学には特任人事における労使慣行が存在することを立証している。 

 

(２)  原告の特任人事について 

「第３の１(２) 原告の特任教員への任用申請に関する経緯」の部分において、前述

の(a)～(d)の事由があり、それらが判決にどのような影響を与えたかを分析し、原告の

特任任用手続きが踏まれておれば、任用されるという高度の蓋然性があり、かつ、被告

大学には損害賠償責任があることを立証することが、ここでの目的である。 

 

被告大学は、争点１に係わる重要な事実において、特任人事に関する虚偽の陳述をし、

データを捏造し、労使慣行は存在しないという制約条件の形成、すなわち、誤認識させ

ることに成功していた。 

次は、争点２～４に係わる重要な事実、原告の特任申請の手続きは進めることができ

ないという事由があるという虚構の形成に成功することであるが、それは、半ば成功、

半ば失敗に終わっている。 

半ば成功の部分は、偽装した新規程がその運用にあたって、正規の新規程の運用の解

釈の１つと裁判所に思い込ませることには成功したと推認されることである。 

この巧みさは、次の事由においても、裁判所に真実に足る事実と信じさせることに成

功したと推認される。 
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(e)特任人事は再雇用であって、必ずしも再雇用される保証がないこと 

(f)特任人事の再雇用の手続きは新規採用と同じであると思い込ませたこと 

(g)特任教員の任用の可否は投票の可否で決まると思い込ませたこと 

(h)経済学部の瀬岡教授の特任人事では、推薦委員会では過半数の可を獲得できなか

ったために推薦が却下されたという事実があること。ただし、これは真実である。 

(i)教授会では、新規採用と同じ手続きで、出席教員の３分の２以上の賛成が得られ

なければ、推薦も採用も否決されると思い込ませたこと 

その結果、争点３において、これらが相互に複合的に絡み合って、特任人事の労使慣

行が存在しない状況下では、原告が特任申請しても、採用に至る可能性は極めて少ない

というところに帰結させることに成功したことである。 

半ば失敗の部分は、特任教員任用手続きに疑問を抱かせる不法行為があったことを原

審の判決では見破られたことである。その結果、控訴人井形および控訴人池島の故意に

よる共同不法行為が確定し、かつ、「書類の不備」があるという事由で新規程の申請要件

を充たさないという既成事実をつくることに失敗し、原告は特任申請要件を充たしてい

たと判示されている。 

半ば成功した部分と半ば失敗した部分の秤量は、特任人事における労使慣行は存在し

ないという制約条件のもとでは、故意による不法行為ではあるが、任用の決定を左右す

るほどのものではないという半ば失敗した部分は過小評価され、故意による「申請書類

を推薦委員会に提出しなかった」という手続きのミス程度の軽さで判断され、争点４に

おいて、被告大学の望む判決に至らしめることに成功し、損害賠償責任を免れている。 

 

原々審および原審の判決に至らしめた背景、因果の情報を所与として、原々審の判決

が事実として認めた２０頁以降、および、原審の判決が事実として認めた１３頁以降の

記載内容を照合しながら、裁判所が事実とした記載内容を順に、前述の(a)～(d)の事由

があり、それらが判決にどのような影響を与えたかを分析して説明することとする。 

 

アの記載事実は、原告の特任任用を妨害するために、新規程を偽装して、特任任用手続

きにカリキュラム委員会を潜り込ませたことを指している。その意図は、特任申請書類

が整わないという「書類の不備」を工作するためで、その手段は原告の担当科目をなく

すことである。したがって、この内容全てが正規の新規程を無視した不法行為である。 

イの記載事実は、新規程を偽装した規程にもとづく手続きで、学部長がカリキュラム

委員長に原告の担当科目を検討させている。なお、新規程を偽装した規程では、３か年

の授業担当計画はカリキュラム委員会の承認を必要とし、その計画は学部長が作成する

となっている。したがって、この内容全てが正規の新規程を無視した不法行為である。 

ウの記載事実は、新規程を偽装した規程にもとづく手続きで、カリキュラム委員会の

総意として、原告の担当科目を不必要・不開講とし、担当科目のない特任は認められな
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いとしている。カリキュラム委員会は教授会で審議するための代替案を提出する本来の

機能を逸脱した不法行為をどのように行ったか、その事実説明をしている部分であり、

したがって、この内容全てが正規の新規程を無視した不法行為である。 

エの記載事実は、池島委員長からのウの報告を受け、井形学部長は、カリキュラム委員

会の総意は原告の担当科目は不要で不開講とのことだから、担当科目がないため、自主

的に辞退せよと迫り、更に、推薦委員会が教授会に原告を推薦しても、教授会の投票で

落とされますよ、新採用と同じ３分の２以上の賛成票は無理でしょと辞退を迫るパワハ

ラの事実を述べている（甲１０、甲１０９）。新規程（甲１）も旧規程（乙６）も同様で、

教授会が推薦委員会の推薦を投票で否決しても推薦委員会に戻されて否決理由に関す

る実態調査を行い、そのうえで推薦の可否を検討する規程のため、学部執行部がカリキ

ュラム委員会に原告の担当科目を奪う（甲２３、５頁）というパワハラをした事実が明

らかになる。それを理解したうえで、この記載事実を裁判所は正しく読み取って判決し

たかが重要な点である。したがって、この内容全てが正規の新規程を無視した不法行為

であり、それに対する原告の「とにかく、推薦委員会に挙げてくれ」という要望である。 

オの記載事実は、特任申請を自主的に辞退させるという原告の説得に失敗した井形が、

徳永学長に面会を求め、「書類の不備」がある場合は推薦委員会は受理しないという言

葉を引き出し、それを口実にして、原告の特任人事を進めるうえで、カリキュラム委員

会は担当科目を全て不要・不開講としたため、３か年の授業計画が作成できないという

「書類の不備」があるため、事実上不可能になったとしている。 

したがって、この内容全てが正規の新規程を無視した故意による共同不法行為である。 

カの記載事実は、井形学部長が教授会で原告の特任教員の任用申請が不受理になった

と報告した事実が記載されている。教授会で池野准教授、山田学長補佐らの質問に答え

ない、教授会で審議することを拒否する井形執行部の応答（甲１４、甲１１３）は判決

するにあたっての事実認識には記載されていない。したがって、特任申請書類を推薦委

員会に提出しないで、どうして「不受理」と表現されているのか、それは偽証にほかならない。 

 

以上が、原々審および原審の裁判所が判決の拠り所とした事実であり、その事実の何

処に疑義があるかを原告が指摘したものである。 

そのため、原々審および原審の裁判所が判決の拠り所とした事実を、第３者はどのよ

うに見ているかをもって、原告の示す証拠と指摘の適切さを評価することは極めて意味

がある。 

したがって、次の２つの新たな事実を証拠として提示する。 

 

ア 山田元学長補佐の文書「経営学部教授会で配布された２文書への批判」が語る真実 

山田氏は、全学のカリキュラム委員長を務めるなど、教学システムはもちろん、特任

人事の手続きについても何が正しく何が間違っているかを正せる人物である。 
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彼は前述したように、原告が原審で音声データを証拠としたために、理事会の北村主

導の懲戒等検討委員会によって、特任申請をしないことを条件に懲戒処分を免除すると

いう、本人には理解し難い不当な扱いを受けた人物である。 

彼は、この文書（甲１１９）の６頁に、前述のア～カは不当な手続きであると論破し

ている。その部分を下記に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 別件訴訟、被告大学が原告を名誉権侵害等で訴えた大阪地裁判決文が語る真実 

原告がウェブページにアップしたことによる名誉権侵害を判別するための事例の１

つに原告の特任人事が挙げられており、この事実の真実性等について判示されている

（甲１１６、２５～３１頁）。 

結論は、この事実が名誉棄損の免責要件（公共性、公益性、真実性）を充たすと判示

しており、その内容は前述の第３の１(２)ア～カと同じ内容のため、重要な意味をもつ。 

 

この別件訴訟、平成２９年６月１３日の大阪地裁の判示は、原々審および原審の判決が、 

その拠り所とした事実認識を悉く否定する内容になっており、それを以下に示す。 

 

(ア) 池島カリキュラム委員長の説明に関して 

 

(j)原告の担当科目の検討は、わずか 1 回の審議が行われたのみで、カリキュラム委

員会の総意であるとして、原告の担当する講義を不要とする結論が出されたもの

で、カリキュラム委員会の決定に至る経緯は不自然な感を拭えない（同、２６頁）。 

(k)本件教授会の諮問機関であるカリキュラム委員会において原告のカリキュラム

の廃止等が十分に審議されたとすれば、本件教授会においても、重点を置いて積極

的に説明されるべき事項であるにもかかわらず、池野が池島に説明を求めても「特任

問題は後でやっていただいて」のような対応に終始したことも、不自然というべき
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である（同、２６～２７頁）。 

(l)池島は、別件訴訟（原々審のこと）の本人尋間において、カリキュラム委員会に

おいて十分な審議がなされ、審議の結果、メンバーの総意として、被告の授業担

当計画のほとんどが不要もしくは必要度が低いという結論に一致したと供述する

が、(j)、(k)の事実に加え、原告の講義内容を理解していたわけではなかったと供

述していることから、それは不自然である（同、２７頁）。 

(m)上記より、池島の供述内容は、採用することができない（同、２８頁）。 

 

(イ) 井形学部長の特任申請手続きに関して 

 

(n)原告が特任申請に提出した「特任教員任用資料」の記載内容について、新規程上、

問題があったというような事情は窺われない（同、２８頁）。 

（注）この記述は、原告の申請書類に「書類上の不備」はないと判示されたこ

とを意味する。 

(o)井形は原告の授業担当計画を推薦委員会に提出する申請手続を進めなかったこ

とについて、別件訴訟（原々審のこと）の尋問で、原告が憤っていて取り付く島が

なかったためと供述するが、それを裏付ける証拠はなく、むしろ、原告は平成２

４年１０月１９日、１１月 16 日の本件教授会で、原告の担当科目廃止の是非を議

論してほしい旨意見を述べるなど、話合いを求めていたと認められることからす

れば、井形の上記供述は、採用できない（同、２８頁）。 

(p)同年１１月１６日の教授会で、「不受理」と報告し、山田らの質問にも、井形は、

「…特任にもしなられて持たれる科目が不適合だと私が判断した」などと抽象的

な回答を述べるにとどまっている。特任教員任用申請は人事上重要な事項である

から、詳細な説明を行わず、抽象的な説明に終始したことからすると、 

原告の特任教員任用申請が不受理になったことについて、合理的な理由は存在しなか

ったものと推認される（同、２８～２９頁）。 

(q) 井形は、何ら合理的な理由がなかったにもかかわらず、被告の授業担当計画に 

「不備」があるとして、特任教員任用申請手続を進めなかったと認められる（同、２９頁）。 

 

(ウ) 井形と池島が相互に意思を通じ、意図的に特任申請を妨害したことについて 

 

(r)井形と池島は、相互に意思を通じたうえで、カリキュラム委員会の決定を口実と

している。意図的に原告の特任教員任用申請を妨害したものと認めるのが相当である

（同、２９～３０頁）。 

(s)井形と池島が原告の特任申請を故意に妨げた事実はないと主張するが、原告の 

特任申請を不受理とする過程及び説明の際に合理性のある根拠が示されたとは 
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認め難いから、いずれにしても、被告大学の主張は採用できない（同、３０頁）。 

(t)被告大学は、カリキュラム委員会及び数十名で構成される本件教授会において 

カリキュラムが承認されており、原告の特任申請を故意に妨害することは不可能

と主張する。しかし、池島と井形が意を通じれば、原告の特任申請を故意に妨害する

ことは十分可能であったと考えられるし、実際にも、(ア)、(イ)などから、 

池島及び井形がその主導により原告の特任申請を故意に妨害したものと認められ

るから、被告大学の上記主張は採用できない（同、３０～３１頁）。 

 

これらを総合評価すると、被告大学の経営学部執行部らによる原告の特任人事の妨害

は組織的なパワハラであると判示されており、前述の(e)～(i)は、誤認識させるための虚

偽表現、虚偽事実の捏造の類であり、前述の再審請求の要件である(a)～(d)に該当する事由

がある。 

 

被告大学の原告に対する特任人事妨害は極めて悪質であったという事実を示す鳥観図

を次の頁に示す。この妨害の実態は、別件訴訟の被告準備書面（６）～特任教員任用に

おけるパワハラは計画的に仕組まれたもの～に記載している（甲２２）。 

この鳥観図は、新規程を作ったという北村と井形・池島執行部が原告の特任人事を妨

害するために、少なくとも２年以上かけて練り上げた次の３つの作戦の全体像である。 

 

作戦１ 「自主的に申請を辞退させる」 

原告に自主的に申請辞退させる作戦とは、新規程の申請要件を欠くという作戦である。 

その実例を１つ示す。新規程の（任用基準）第 4 条「④ 本学の教員としてふさわしい

研究・教育・運営上の活動を行ってきたと認められること」に抵触するとして、2012 年

10 月 15 日、井形が原告に申請辞退を迫った「原告が教学ルールを無視し、勝手に 1 部

科目を 2 部の時間帯に重複開講している」が、その１例である。 

これは、井形が自ら仕掛けた不法行為で、2010 年 8 月 6 日のカリキュラム委員会で

井形が 1 部科目の 2 部開講を認め、北村から学部長を引き継いだ直後の 2011 年度シラ

バスを組む時、自ら教務課員に「1 部科目の 2 部重複開講」を指示、カリキュラム制度

逸脱行為のため何度も確認したとの教務課員のメールから不法行為が立証される。 

作戦２ 「申請書類を推薦委員会に提出しない」 

この作戦は、正規の新規程を偽装した規程をつくり、正規の新規程の申請要件を欠く

状況をつくり、絶対に原告の申請書類を推薦委員会に提出しないという作戦である。 

その理由は、新規程を作ったという北村が、原告の特任申請を阻止する唯一の手段は申請

書類を推薦委員会に提出しないことしかなく、その口実を作るという作戦である。 

そのために、偽装した規程に「原告の３か年授業担当計画はカリキュラム委員会の承

認が必要」、「その計画は学部長がつくる」、「学部長が特任人事を決める」などを織り込
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んで、２０１２年９月２８日の教授会で、偽装した新規程をあたかも正規の新規程であ

るかのように説明している（甲１１８）。 

この作戦は、経済学部教授会および推薦委員会が、学長選挙との係わりで森田教授の

特任申請を却下した時の名目上の理由「書類の不備」をヒントにしたものと思われる。 

その内容は、池島カリキュラム委員長のもとで、カリキュラム委員会の総意として、

原告の担当科目は不要若しくは必要度が低いため、不開講とする。担当科目のない特任

教授は認められない、という原告の３か年授業担当計画を作れないようにし、「書類の

不備」を捏造し、「書類の不備」があるから井形学部長は推薦委員会に提出しないという

偽装した新規程の「学部長が特任人事を決める」を適用したものである。 

 

この作戦は、作戦１が失敗した翌 16 日、井形は徳永推薦委員長（草薙副学長が同席）

に面会を求め、徳永委員長の「書類の不備あるものは受理したことがない」という言葉

を悪用して、「書類の不備ある場合は推薦委員会に書類を提出しない」という井形自身

の行為を正当化して、特任任用を妨害する不法行為を遂行している。 

この不法行為が事実であるという証拠は繰り返し述べているので割愛する。 

作戦３ 「情報操作をする」 

この作戦は心理作戦で、井形らは、教授会メンバーに特任人事は新規採用と同じ 3 分

の 2 以上の可が必要で、推薦委員会の推薦は教授会で否定すれば不採用となるという情

報操作を行っているが、これは、新規程のグレーゾーンを巧みに悪用し、かつ、特任人

事は再雇用であるが、新規採用と同じ手続きであると繰り返し発言し、周囲にそれが正

しい手続きであると思い込ませた、巧みな心理的操作であることを以下に立証する。 

新規程のグレーゾーンについては、第 9 条の「⑤ 推薦委員会は、任用基準に基づき適

当であると認められた者を当該教授会に推薦する」と「⑥ 当該教授会は、推薦された者

の特任教員としての採用について審査し、候補者として決定する」より、教授会が否定

すると、推薦委員会に戻されるのか、不採用が確定するのかが曖昧になっている。 

しかし、実態は、森田教授の特任人事でその手続きが確認されており、経済学部教授

会が繰り返し推薦委員会の推薦を否定し、推薦委員会が森田教授の推薦を取り消して不

採用が確定したように、教授会が否定しても、推薦委員会に戻されるのみである。 

これに加えて、第９条の「⑧ 教授会で決定された候補者について理事会の承認が得ら

れない場合は、推薦委員会において再度審査する」より、理事会が承認できない場合は

推薦委員会に戻されることから、教授会が推薦を否定しても推薦委員会に戻され、森田

教授のケースのように実態調査をして、そのうえで再審査されるのである。 

特任人事は専任教員の新規採用と同じ 3 分の 2 以上の可が必要に関しては、教授会規

程よりも新規程が優先規程であることから、前述の第９条⑥より、虚偽となる。 

原告の特任人事妨害は、組織的な総力戦による不法行為であることが理解される。 
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原告の特任人事を阻止するための、北村グループによる組織的な不法行為 
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 (３) 争点１ （被告大学において、特任教員の任用を申請すれば任用されるという 

労使慣行があったか）について 

ア 原々審判決の第３の２(１)では、井形の虚偽陳述に因る、裁判所の誤認識がある 

原々審判決の２２頁の下記の部分において、井形が尋問の際、虚偽発言をしているが、

それを裁判所は信じて、誤った判決に至っている。 

「なにより、被告井形が、規程の変更前後を通じて、特任教員の任用の審査手続に

おいて、具体的に変更になった点はない旨明確に供述していること（被告井形本

人尋問調書２５頁）をも併せ考慮すれば、旧規程と現行規程において、特任教員

の任用については、実質的には大きな変更はなかったと解するのが相当である。」 

 

井形は尋問で多くの虚偽発言をしているが、この「具体的に変更になった点はない」も

その１つであり、判決に強く影響を及ぼした事実である。 

井形および池島は、下記に示すように、２０１２年５月１１日のカリキュラム委員会で、「原

告の特任人事は、学部執行部でコントロール可能」という打ち合わせを行っている。 

 

２０１２年４月以降の、北村、井形、池島による、カリキュラム委員会の動き 
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井形および池島は、新規程のもとで二宮教授の特任人事を、北村学部長、井形副学部

長兼カリキュラム委員長、池島カリキュラム委員として遂行していることから、原告の

特任人事を妨害するにあたって、旧規程から新規程への改正理由を知らないはずはない。 

 

旧規程から新規程に改正された要因を説明する、本文第３節(４)項アの「学長選挙に

係わる３名が例外処理の対象である理由」を参照されたい。 

なお、この合同教授会の司会者は北村副学長・理事であり、新規程を作ったのは自分

だと教授会で発言していることと、前掲の「原告の特任人事は、学部執行部でコントロール

可能」の意味と、原告の特任申請書類を推薦委員会に提出しないという、故意の共同不

法行為との関連に考慮されることを期待する。 

 

これより、裁判所の「旧規程と現行規程において、特任教員の任用については、実質的に

は大きな変更はなかったと解するのが相当」との認識は誤認識である。 

 

イ (２)では、被告大学の文書などの虚偽説明に因る、裁判所の誤認識がある 

原々審判決の２３頁の下記の部分、 

「旧規程下においても、特任教員への任用申請をすれば必ず特任教員に任用されたの

ではなく、特任教員推薦委員会の判断、教授会の判断、理事長あるいは理事会の判断

により、特任教員に任用されないという事態もあったことが認められる。」 

 

この部分は、原告が原審で提出した証拠（甲２３、甲２４、甲２５）の審議不十分に

より、井阪理事長および重森学長の発言を知らずに、被告大学の虚偽説明、過去の特任

教授の捏造されたデータなどを裁判所が信じたため、このような誤った判決に至ったと、

原告は推認している。 

この部分は、特任人事における労使慣行の存在を判断するうえで大変重要なため、本

文の第１節から第３節で、被告大学の虚偽、データの捏造、学長選挙に係わる３名は例

外処理の対象とすべきなどの事実を提示して、特任人事における労使慣行の存在を立証

している。 

 

ウ (３)では、渡辺元経営学部長の「再雇用」の発言を、裁判所は誤認識している 

原審判決の１７頁の下記の部分が、原告が原審で提出した証拠（甲２３、甲２４、甲

２５）の審議不十分により、被告大学の虚偽説明、過去の特任教授のデータの捏造など

を裁判所が信じたため、渡辺発言そのものは事実であるが、誤った解釈に誘導する材料

となっており、それ故、誤った判決に至っている。 

「(3)さらに、… 平成２４年１１月１６日の教授会において、渡辺教授が、かつて

は、特任教員への任用は自動的な雇用延長であると理解していたところ、埋事会
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の判断で特任教員に任用されないという事態が発生したことから、再雇用である

と認識するようになったが、再雇用であるとすると、少なくとも１年くらい前に

は任用手続を完了しておくというような方法が必要ではないかとの趣旨の発言を

し、これに対しては、他の出席者からは特段の意見は述べられなかったことが認

められる。」 

 

裁判所は、この渡辺氏の「再雇用の説明」をもって、被告大学の「再雇用」は、継続

雇用ではないため、雇用されないことがある、したがって、特任申請したからといって、

雇用されるとは限らない、という方向に判断したと推認される。 

 

これについては、第３節、(２)項「特任教員任用規程」に託された役割」のところの、

山田元学長補佐の言葉および草薙裁判での草薙元副学長の準備書面では、高齢者雇用安

定法に基づく制度ないしそれを強く意識したものであり、特任規程の申請要件を充たす

教員が希望すれば、特任教員として頑張っていただこうとの趣旨であると記載されてい

ることから、裁判所がこれらは、真実、若しくは真実と信じるに足る証拠と認識され、

裁判所の判断を修正されることを期待する。 

 

エ (４)では、裁判所は特任教員任用手続きを誤認識して、労使慣行の判断をしている 

裁判所は、「被告大学において、特任教員への任用を申請すれば形式的な審査が行われ

るのみで必ず任用されるという労使慣行があったと認めることはできない。」と結論付

けている。 

そのように結論付ける理由として、(４)では、特任教員任用手続きは下記のように説

明されていることから、被告大学の文書やデータの捏造等の影響のもとで、誤った理解

がなされた、と原告は主張する。 

「以上を総合考慮すれば、被告大学においては、特任教員への任用申請があったと

しても当然に任用されるものではなく、任用には、特任教員推薦委員会の推薦、教授

会の決定及び理事会の推薦あるいは承認が要件となっており、特任教員推薦委員

会、教授会及び理事会の各段階において、特任教員に任用するか否かの判断がなさ

れ、特任教員に任用することが相当ではないとの判断がなされるという事態があったこ

とが認められるのであり、また、労使双方ともがそのような認識を有していたというべき

である。そうすると、被告大学において、特任教員への任用を申請すれば形式的な

審査が行われるのみで必ず任用されるという労使慣行があったと認めることはできな

い。」 

 

ここにおいて、「特任教員への任用申請があったとしても当然に任用されるものではな

く、… 各段階において、特任教員に任用するか否かの判断がなされ、特任教員に任用す
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ることが相当ではないとの判断がなされるという事態があったことが認められる」と裁

判所は認識し、「労使慣行はあったとは認められない」と判示されている。 

しかし、これは被告大学の虚偽事実およびデータの捏造、および、原告が原審で提出し

た証拠が審議対象から遺漏していることなどによる、裁判所の誤った判断であることを、

本文の第 1 節～第３節で立証している。 

すなわち、経営の最高責任者である井阪理事長および教学の長である学長が、学長選

挙に係わる教員は例外中の例外で、特任人事における労使慣行は従前と変わらずと合同

教授会で発言された事実が審議から遺漏していることが誤判決に至る最大の要因であ

る。それは、最高経営責任者および教学の長の経営理念であるためである。 

その結果、北村、井形、池島らにパワハラをされ、推薦委員会に原告の申請書類を提

出されなかった原告を除けば、特任申請者は１００％特任教員として採用されているこ

とから、労使慣行は存在するということを立証している。 

なお、特任人事は再雇用であって、新採用と同じ任用手続きが適用されるとの、北村、

井形、池島、木村らの発言は、被告大学の総意ではないことも立証している。 

 

オ 小括： 特任人事における労使慣行について 

以上、原々審の判決を中心に、原審の判決も引用して、裁判所の判断が、被告大学の

虚偽事実、井形らの虚偽陳述、データの捏造などにより、導かれた誤った判示になって

いることを立証し、被告大学において、特任教員の任用を申請すれば任用されるという

労使慣行があることを立証した。 

 

なお、第１節～第３節において、例外処理すべき４名を除けば、旧規程および新規程の申

請要件を充たす特任教員希望者が申請すれば、１００％特任教員として採用されているという

事実が２３年の長きに亘って繰り返されており、特任人事における労使慣行の存在を立証して

いる。ここでは当然、例外処理すべき４名の事由も適切な処理であることを説明している。 

 

これを前提にして、原告の特任人事について見解を述べる。 

 

第４節(２)項イにおいて、別件訴訟の、平成２９年６月１３日の大阪地裁の判示（甲１７）は、

原々審および原審の判決がその拠り所とした被告大学の説明する事実認識を悉く否定

したうえで、原告が特任申請した「特任教員任用資料」の記載内容について、新規程上、問

題があったというような事情は窺われないと判示している（甲１１６、２８頁）。 

 

これに従えば、特任教員を申請した原告は１００％特任教員として採用されると推認される。 
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(４) 争点２ （控訴人の特任教員への任用申請に対する被控訴人らの対応が、著しく信義に 

反するものであり、控訴人に対する違法な加害行為に該当するか否か)について 

争点３ （控訴人の特任教員への任用申請に対する被控訴人らの対応が、著しく信義に 

反するものである場合に、被控訴人大学の任用行為がなくても、任用行為がされた

のと同視することができるか否か）について 

争点４ （控訴人に生じた損害及びその額）について 

原々審の判決は、被告大学の虚偽事実、捏造されたデータ、新規程の偽装、手続きが

正しいかのように誤認識させる記述などによる誤判決と原告はみている。 

原審の判決も、被告大学の手続きや事実が正しいという認識のもとで、原告の主張を

考察したものの、後述する理由により、原告の特任任用の可能性は皆無という判断に至

っており、原々審の判決も原審の判決も、結論は同じであることには変わりはない。 

 

原審は、次のように判示している。 

(a)特任人事における労使慣行はなかったと判示している。 

(b)「控訴人は、現行規程第２条(１)及び第４条の諸要件を満たしていたものと解さ

れる」（甲１１７、２２頁）とあり、被告大学が原告を名誉権侵害などで訴えた別

件訴訟の大阪地裁判決文書（甲１１６、２８頁）も同じ判示であり、任用に関する

審査を受けることに関して、法律上保護に値する利益を有していたと判示してい

る。 

(c)仮に、原告が新規程のもとで特任任用の手続きが進められていたとしても、原告

が特任申請の任用基準を充たしていても、特任教員として任用される可能性は皆

無に近かったと判示している。その理由として、 

❶経済学部の瀬岡教授のケースのように、特任教員推薦委員会で否決された

過去の例があること、 

❷経済学部の森田教授のように教授会で推薦を承認しなかったために推薦委

員会に戻され、推薦委員会が推薦を取りやめたケースもある、 

❸更には、里上教授のように教授会が承認しても理事会がそれを取り消した

ケースがある。 

❹これに加えて、再雇用とはいっても新採用の手続きになるから、井形学部長

が原告に特任申請を辞退するよう諭したように、原告は経営学部教授会で、

3 分の 2 を超える賛成票を得ることが困難な状況にあった。 

 

上記 (a)、(c) の理由により、次の判示に至っている。 

(d)原告が特任教員に任用されるという高度の蓋然性は認められないと判示し、原告が

特任教員に任用されるとの期待を有していたとしても、それは個人的な期待を超

えて、法的保護に値するものであったとは認められないと判示している。 
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原審はこの判示に加え、次の判示をしている。 

(e)被控訴人井形及び被控訴人池島の不法行為によって、控訴人の特任教員への任用

申請に関する特任教員推薦委員会への必要書類の提出等が阻止されたとの事情が存

在するからといって、被控訴人大学の任用行為がなくても、任用行為がされたのと同視

することはできないというべきである。 

(f)被控訴人井形及び被控訴人池島の不法行為がなかったとしても、控訴人が被控訴

人大学の特任教員に任用された高度の蓋然性があったとは認められないので、被

控訴人井形及び被控訴人池島の行為と、控訴人が特任教員に任用されなかったとの

結果との間には、相当因果関係があると認めることはできない。したがって、被控訴人

井形及び被控訴人池島の不法行為と、相当因果関係のある損害として、上記逸失

利益相当額１２７３万５０００円の損害が生じたと認めることはできない。 

 

ここにおいて、原告は、この判示は修正されるべき誤判決であることを、以下に示す。 

(a)の「特任人事における労使慣行」については、原告は本文の第１節～第３節で労使

慣行の存在を立証している。 

なお、第３節、「原審の判決には、「特任人事における労使関係の立ち位置」に関する

証拠の遺漏がある」のところで記載したように、原審が重要な証拠を審議せずに判決し

たために、この「特任人事における労使慣行」の存在が、経営の最高責任者である井阪

理事長および教学の長である重森学長の理念、思いであったことを看破できなかったに

過ぎない。 

したがって、(b) より、原告は１００％特任教授として採用されていたことになる。 

 

(c)の、❶、❷、❸については、第３節の(４)アの「学長選挙に係わる３名が例外処理

の対象である理由」より、例外中の例外との井阪理事長および重森学長の言葉にあるよ

うに、「特任人事における労使慣行」の存在の判断からは除外される。 

❹の、再雇用といっても新採用と同じ手続きで、特任教員推薦委員会の推薦があって

も、教授会出席者の３分の２以上の賛成が得られなければ、経済学部の森田教授のよう

に、推薦は却下される、とする認識は誤りである。 

その理由の１つは、特任教員任用規程の手続きについて、被告大学の虚偽説明により、

裁判所がこの任用規程を誤って理解したことによる誤判決である。 

既に述べているが、教授会が推薦を拒否しても推薦委員会に戻されるだけで、推薦委

員会が拒否の理由を実態調査して推薦するか否かを決めるため、原審が、井形および池

島の故意による共同不法行為と判示していることから、逆に、教授会の不法行為が正さ

れ、原告は推薦委員会の推薦を受け、理事会の承認に至ることになる。 

今１つの理由は、第３節の(３)項の「経営学部では、被告大学の最高経営責任者およ

び教学の長の理念、思いが何故、否定されるのか？」で述べたように、特に、北村理事
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が煽動したと推認するに足る理由があり、「新採用」もその煽動の手段、原告の特任任用

を妨害する手段と解される。 

特任申請者の教授会の承認は他学部も同様であり、慣例として、投票もなく、教授会

で承認されている。これは、城推薦委員長のメール（甲１８）、経営学部教授会の過去の

特任人事の議事録（甲１０８）から立証される。 

特任人事は再雇用であって、その手続きは新採用と同じとの被告大学の主張は、被告

大学により不当な懲戒処分を受け、その無効と名誉回復を図った草薙裁判での草薙副学

長・理事の第２準備書面（甲１０７）、および、懲戒等検討委員会で「特任申請しないこ

と」という条件をつけられた、山田学長補佐の発言（甲２４）などがあり、本文の第３

節(２)項の「特任教員任用規程に託された役割」で、新採用という被告大学の主張は被

告大学の本意ではないことを立証し、経営学部執行部の北村、井形、池島らによる故意

による悪意であることを述べている。 

 

(５)  小括 

以上を総括すると、争点１について、既に第１節～第３節において、特任人事におけ

る労使慣行の存在を立証し、特任教員の申請要件を充たす教員が申請書類を推薦委員会

に提出すれば、１００％特任教員として採用されるという労使慣行が２３年の長きに亘

って繰り返されていることを明らかにしている。 

争点２、争点３、争点４において、原審の判決「原告は特任教員任用規程（新規程）

の申請要件を充たしているが、特任教員として採用されるという高度の蓋然性は認めら

れないことから、井形および池島の不法行為の影響で、特任教員として採用されなかっ

たとの相関は見いだせず、逸失利益の損害が生じたとは認められない」は誤判決である

ことを原告は、前述のように立証している。 

その結果、後述の、５ 結論 で述べるように、被告大学は原告の逸失利益相当額１２

７３万５０００円の損害賠償をする責任を負うことになると、原告は主張する。 

 

５ 結論 

 

以上より、原確定判決の内、再審原告の敗訴部分が取り消されることを求めるとともに、

次の敗訴部分に対し、再審被告大学および再審被告井形、再審被告池島は連帯して、下記

の責任を果たされることを要求する。 

１ 主位的請求１ 

（１）再審原告が，再審被告大阪経済大学（以下、再審被告大学という）に対し， 

雇用契約上の権利を有する地位にあることを確認する。 

（２）再審被告大学は，再審原告に対し，本判決確定の日まで，平成２５年４月から３

年間，毎月２５日限り月額３５万３７５０円の割合による金員及びこれに対する各
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支払日の翌日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

２ 予備的請求（主位的請求１との関係） 

再審被告大学らは，再審原告に対し，連帯して１２７３万５０００円を支払え 

 

補記 １ 原審判決直後、再審被告大学では、教授会自治の１つの壁が取り除かれる 

 

再審被告大学は、再審原告の訴訟によって、井形、池島に対する批判があり、彼らは、

下記文書（甲１２１）で、教授会での手続きが正当であったことを確認する努力をして

いるが、原審の「故意による共同不法行為」という確定判決を、再審被告大学および彼

らはどのように受け取ってこのような確認をしているのか、疑問視せざるを得ない。 

 

ここで重要なことは、次の表記の意味するところである。 

「本学において、学部のカリキュラムや人事などについては、 

各学部の専決事項としていました（ただし、平成２７年４月より変更）」 

 

教授会の自治という法益で護られていた学部教授会の専決事項が、原審判決直後の平

成２７年４月より、変更になったという事実である。 
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この意図は、経営学部執行部のような、カリキュラム委員会を悪用して特定の教員の

担当科目に圧力をかける行為や偏向した昇格人事や新規採用人事など、悪質な教授会の

自治に歯止めをかけるべきという再審被告大学の意思の表れと思われる。 

これについては、元同僚から知らされていた事実であるが、この文書で、教授会自治

の特権である、「教授会の専決事項」、「教授会決議の不可侵性」という壁にメスが入っ

たということが第３者にも知らせることができる、貴重な情報で、再審」原告のような

パワハラを受けるリスクが減少することが期待される。 

 

しかし、その一方で、 

その首謀者である北村、および、井形、池島らは、懲戒処分されることなく、 

２０１８年の現時点で、池島は学部長・理事に再選され、井形もまた評議員に再選されている。 

このことから、経営学部教授会の 体質改善は、 未だ遠いということがわかる。 

 

補記 ２ 原審判決直後、再審被告大学では、教授会自治の１つの壁が取り除かれる 

 

再審被告大学は、 

組織的な不法行為が原審判決で確定しているが、それが予測された状況下にあって、 

なお、大学関係者や学生等に広く、下記文書を公示している。 

何をか言わんや、である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 


